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本研究では、高齢者を社会福祉サービスの利用や支援を必要とするような「一定の課

題状況」に陥りやすい人々として位置づけし、高齢者の自殺に関わる「一定の課題状況」

に着目する。具体的には、京畿道における自殺予防システムや市・郡などの地域地方自

治団体における自殺予防の取り組みの事例を通して高齢者が置かれている環境を都市部

と農村部に分け、それぞれの背景を踏まえたうえで高齢期における「生活課題」を把握

した。また、保健と福祉という二分化される管轄による京畿道の独自の自殺予防システ

ムにおいて自治体レベルにおける自殺予防の実践についての考察をした。  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

【 研 究の 視点 と目 的】  

本研究は、高齢者 を 社会福祉サービス の 利用や支 援を必要 と するような「一定 の 課題状況」

に陥りやすい人々 と して位置づけし、そ の ような課題状況の 中 で極端な選択とし て 現れる「自

殺 」 と い う 現 象 に 着 目 し た 社 会 福 祉 学 的 視 点 に 基 づ く も の で あ る 。 高 齢 者 の 自 殺 予 防 対 策 を

考 え て い く 際 に 、 韓 国 の 場 合 、 自 殺 者 数 や 自 殺 死 亡 率 の 地 域 間 格 差 が 見 ら れ る こ と 、 社 会 福

祉 領 域 に お け る 財 政 や 社 会 的 資 源 の 地 域 間 格 差 が 見 ら れ る こ と な ど の 特 徴 に よ り 自 殺 予 防 の

ためには地域の現 状 に合わせた対策が 必 要であると考えた 。  

そ こ で 本 研 究 で は 、 高 齢 者 の 自 殺 に 関 わ る 「 一 定 の 課 題 状 況 」 に 着 目 し 、 そ の 課 題 状 況に

関わる社会的・構 造 的な要因を都市部 と 農村部に分け 、そ れ ぞれの背景を踏ま え たうえで「生

活課題」を把握す る ことを目的として 韓 国における調査研 究 を進めた。  

【 調 査の 概要 と方 法】  

韓国の自殺予防対 策 は、特に市や道など の地方自治団体に お いて積極的に試み ら れており、

自 殺 予 防 の た め の 施 策 や シ ス テ ム の 整 備 が 行 わ れ て い る 。 こ の よ う な な か で 申 請 者 は 韓 国 の

高 齢 者 の 自 殺 予 防 に つ い て 自 治 体 レ ベ ル で の 自 殺 予 防 シ ス テ ム を 検 討 す る た め に 京 畿 道 を 対

象に調査を実施し た 。韓国の 17 市・道（ 広域地方自治団体 ）の中で京畿道の自 殺 予防システ

ムに着目した理由 は 大きく 2 つある。 そ の一つは、京畿道 人 口は韓国の人口構 成 の約 24％を

占 め 、 ま た ソ ウ ル 特 別 市 に 隣 接 し 、 典 型 的 な 都 市 部 （ 市 部 ） と 農 村 部 （ 郡 部 ） を 含 ん で い る

こ と に よ る 。 も う 一 つ の 理 由 は 、 京 畿 道 に お け る 自 殺 予 防 は 保 健 福 祉 局 が 管 掌 し て お り 、 国

の「自殺予防及び 生 命尊重文化醸成の た めの法律 」（ 2011 年 3 月 30 日制定）に基 づく保健政

策課の精神保健事 業 と道の「京畿道老人 自殺予防支援条例」（ 2009 年 10 月 30 日 制 定）に基づ

く老人福祉課の老 人 自殺予防事業に構 成 される点にある 。  

調査地域（地域地 方 自治団体） の選定 に ついては、 京畿道 の 自殺予防対策に関 わ る 2 つの

柱 の 広 域 セ ン タ ー （ 京 畿 道 自 殺 予 防 セ ン タ ー お よ び 京 畿 道 老 人 自 殺 予 防 セ ン タ ー ） の 所 在 地

である水原市をは じ めとして、京畿 道 31 市・郡（ 28 市 /3 郡 ） において 8 市 /2 郡の みに設置

および運営されて い る地域自殺予防セ ン ターの状況を（ 2014 年現在）考え、  都 市 部（市部）

と農村部（郡部） の 一例として城南市 と 加平郡を選定した 。  

本研究における調 査 方法は、選定した 3 地域（水原市、城 南 市、加平郡）の自 殺 予防セン

ターと老人自殺予 防 センターの 6 か所 を 訪問し、⑴センタ ー の概要、⑵高齢者 自 殺予防のア

プ ロ ー チ の 体 制 と 方 法 、 ⑶ サ ー ビ ス プ ロ グ ラ ム の 取 り 組 み 内 容 、 ⑷ 他 の 機 関 お よ び 団 体 と の

連 携 や 分 担 な ど に 関 し て 各 セ ン タ ー の 自 殺 予 防 事 業 の 担 当 者 へ の ヒ ア リ ン グ 調 査 を 実 施 し

た 。 そ の 中 で 、 高 齢 者 が 置 か れ て い る 環 境 を 中 心 と し 高 齢 期 に お け る 「 生 活 課 題 」 を 分 析 し

た。  

【 研 究の 成果 】  

◆各調査地域の概 要 （いずれもデータ は 『 2014（ 2013 年基 準 ）京畿統計年報』 に 基づく）  

＜京畿道＞  

①面積： 10， 173 ㎢ （韓国土地の約 10％ ）、②人口： 12,549,349 人（高齢者人口 ： 1,199,337

人 /高齢化率 9.6％ ）、③特性：中央に位 置 しているソウル 特 別 市から近いほど大 規 模の商店や

工 場 、 高 い ビ ル が 形 成 さ れ る 人 口 密 集 地 域 で あ る が 、 遠 く 離 れ て い る ほ ど 山 や 平 野 が 形 成 さ

れ、農業を担う高 齢 者が多く高齢化率 が 高い。  

＜水原市＞  

①面積： 121 ㎢、②人 口： 1,178,509 人（高 齢者人口： 89,706/高 齢化率： 7.6％）③特 性：人

口 100 万人を越え る 大都市 で、京畿道 の 道庁所在地 として 教 育や文化などの拠 点 であ る。  

＜城南市＞  

①面積： 142 ㎢、② 人 口： 995,349 人（高 齢 者人口： 97,883 人 /高 齢化率： 9.8％）③ 特 性：京

畿 道 で 水 原 市 と 高 陽 市 に 次 い で 人 口 が 多 く 、 ソ ウ ル 特 別 市 の 人 口 分 散 を 目 的 と し て 政 策 的 に

開発された韓国最 初 の衛星都市である 。  

＜加平郡＞  

①面積： 844 ㎢、② 人 口： 62,037 人（高 齢 者人口： 12,544 人 /高 齢化率： 20.2％）③ 特性：京

畿道東北に位置す る 中山間地域で、人 口 の約 18.5％が農業 従 事者である。   



※ ホームページ等で公表します。（様式２－２）  

立 教 Ｓ Ｆ Ｒ － 院 生 － 報 告  

研究成果の概要 つ づ き   

◆ 高 齢者 が置 かれ てい る 状況 や そ の課 題  

自殺問題に関わる 京 畿道の特徴は、⑴ 2011 年の自殺死亡率 は 30.5 人で全国平均（ 31.7 人）

よりやや低い一方 、 65 歳以上高齢者の 自殺 死亡率は 90.5 人で 全 国平均（ 79.7 人）よ りも上

回っていること、ま た、⑵道内で自殺死 亡率が最も高い地 域（加平郡、 60.5 人）と最も低い

地域（果川 市、18.1 人）の差が 極めて大 きく、都市 部より農 村部の自殺死亡率 が 高くなって

いることが見られ る 。  

都 市 部の 高齢 者  

 城南市の行政区 は 3 区に分かれる。城南 市人口の半分以上 を 占め ている A 区に は 、ソウル

特別市江南区に相 当 する家賃の高い高 層 マンションが 建ち 並 んでおり、主に高 齢期 になって

ソウル特別市から 離 れ城南市 A 区 へ移住 してきた高齢富裕 層 が多い。 B 区 と C 区に はもとも

との城南市住民が 多 く居住しており、 A 区 に比べると高齢貧 困 層が多い。 このよ う に行政区

画によって高齢者 の 生活の格差が生じ る 中、城南市の高齢 者自 殺は 特に A 区にお い て深刻で

ある。 A 区には、 ①経 済的に余裕がある 高 齢富裕層が多い一 方 、国や自治体の援 助 を受けな

がら賃貸住宅・ア パ ートに住んでいる 高 齢貧困層もおり、彼 らにとって B 区や C 区に比べて

物価が高い A 区で の 生活は経済的に負 担 が大きい。また、② 持 ち家という財産状 況 の理由の

ため国や自治体の 援 助を受けられない 高 齢者 もいる。すな わ ち、福祉や医療な ど の制度的支

援の谷間に置かれ て いる高齢者の自殺 問 題がある。  

農 村 部の 高齢 者  

加平郡の面積は、ソ ウル特別市の約 1.4 倍で京畿道の 31 市・郡のうち楊平郡に 次 いで  最

も 広 い が 、 面 積 に 対 し て 加 平 郡 の 人 口 は 京 畿 道 人 口 の 0.5％ に 過 ぎ な い 。 特 に 加 平 郡 は 31

市・郡の中でも高 齢 化率が最も高い地 域 であり、その割合 は 京畿道 の高齢化率 9.6％の 2 倍

を超える数値であ る 。このような高い 高 齢化率を示す理由 と しては、①若い 世 帯 が進学や就

職 な ど の 理 由 で だ ん だ ん 他 の 地 域 へ と 出 て 行 っ て し ま い 高 齢 世 帯 の み が 残 さ れ た パ タ ー ン

（ 旧 住 民 型 ）、 ② 豊 か な 自 然 環 境 に 恵 ま れ 健 康 な 老 後 を 過 ご せ る と い う 高 齢 者 本 人 の 希 望 や

子どもの意向によ り 都会から流入した パ ターン（新住民型）、 の大きく 2 つのパ タ ーンがあ

る。前者の場合、主に 自給自足の生活が 基 盤となっているた め 経済問題を抱える こ とはあま

り多くないが、怪 我や 病気などの健康問 題 が関わってくると 農 作業ができ なくな り 生活基盤

が揺らいでしまう 恐 れがある。特に地 域の 中心部から離れて 周 辺部 に住んでいる 高 齢者は通

信や交通の不便さ な どによってそのま ま 放置されること も あ る。一方 、後者の場 合には、子

ど も に は 迷 惑 を か け た く な い と い う 気 持 ち で 家 族 と 離 れ て 新 し い 地 域 で の 生 活 を 始 め る こ

とになるが、実際 に地 域の他の人々との 関 わりはほとんどな く 独りで孤立 状況に 置 かれるこ

とがある。ま た、子 どもからの援助の 有 無によって高齢貧 困 層に陥る可能性も あ る。前者と

後者の事例は若干 異 なるように見える が、実は両方とも 同じ く 地域内で疎外され や すい とい

う点で高齢者の自 殺 問題の特質の 1 つ と して指摘できる 。  

◆ 自 治体 レベ ルに おけ る 自殺 予防 の実 践に つ いて の考 察  

京畿道における自 殺 予防システム や市・郡 における自殺予防 の 取り組みの事例 を 通 して高

齢者が置かれてい る 環境を都市部と農 村 部に分け、それぞ れの 背景を踏まえたう え で 高齢期

における「生 活課題 」を把握した 。高齢 期には誰しもが生 き ていくうえで抱え る 普遍的な課

題をはじめとして 生 活環境の維持また は 変化による「一定 の 課題状況」に直面 す ることがあ

る。その場合 、地域 の旧住民であれ新 住 民であれ何らかの 形 で、周りとの 関わり や援助を受

けることができな い 孤立状況に陥る時 に は、高齢者の自殺 問 題につながりやす い ため、地域

特性に基づく福祉 的 な支援体制の構築 が 必要とされている 。  

ま た 京 畿 道 の 独 自 の 自 殺 予 防 シ ス テ ム に お い て 保 健 と 福 祉 と い う 二 分 化 さ れ る 管 轄 に よ

る予算配分や事業 遂 行上の課題や限界 は あるが、現場 レベル では高齢者の「自殺 予防」を目

的として関連情報 を 共有したり、新た な ネットワークを構 築 したり、プロジェ ク ト チームを

構成したりするな ど お互い緊密に連携 し ていることがわか っ た 。共通課題への 実 践は、自治

体 レ ベ ル で は 保 健 と 福 祉 と い う そ れ ぞ れ の 領 域 で の 専 門 性 を 基 盤 と し て 協 力 関 係 が 構 築 さ

れていた。  

※ こ の （ 様 式 ２ ） に 記 入 の 成 果 の 公 表 を 見 合 わ せ る 必 要 が あ る 場 合 は 、 そ の 理 由 及 び 差 し 控 え 期 間 等  

を 記 入 し た 調 書 （ Ａ ４ 縦 型 横 書 き １ 枚 ・ 自 由 様 式 ） を 添 付 す る こ と 。  
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